
【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

<安心して結婚・出産・子育てができる環境づくり>

（拡） ・ 6,191

・ 婚活サポート事業[こども政策課] 9,087

・ 学生による挙式プロデュース事業[こども政策課] 1,500

・ ライフデザインセミナー開催事業[母子保健課] 864

（拡） ・ 乳幼児健康診査事業[母子保健課] 137,506

（拡） ・ 子どもすこやか安心ねっと事業[母子保健課] 28,912

（拡） ・ 親子つどいの広場運営事業[こども政策課] 152,471

出会い・ふれあい企業対抗運動会開催事業[こども政策課]

企業対抗運動会及び参加者交流会を開催し、結婚を希望する人た

ちに対して、一企業の枠を越えた出会いの場を提供するとともに、家

族での参加も促すことで、子育て世代の交流を図る。なお、本年度は

連携中枢都市圏における連携事業として実施する。

大学生や新入社員を対象に、結婚・妊娠・出産・子育ての適切な情

報提供を行うライフデザインセミナーなどを開催する。

市民の相談に応じて結婚のあっ旋を行うために、結婚相談所（マリー

サポートかごしま）を管理運営する。

高校生や大学生などが挙式のプロデュースを行い、感動や喜びを自

身で体験してもらい、結婚に対する気運の醸成を図る。

乳幼児の健康の保持増進を図るとともに心身の異常を早期に発見し、

適切な治療等につなげるため、健康診査や栄養・歯科・育児相談を

行うほか、新たに新生児聴覚検査に対する公費助成を行う。

子育てに係る不安感の緩和を図るとともに、地域の子育て支援機能

の充実等を図るため、西部親子つどいの広場など４か所の運営を行

う。

関係機関との連携のもと、子どもの発達段階に応じた相談等を行うほ

か、新たに子どもの発達に気がかりのある保護者を対象にした子育

て講座を実施する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 病児・病後児保育事業[保育幼稚園課] 137,581

（拡） ・ 幼稚園就園奨励費補助金[保育幼稚園課] 505,408

（拡） ・ 定期予防接種事業[保健予防課] 1,639,656

・ すこやか子育て交流館施設改善事業［こども政策課] 4,028

（ ㉘2月補正

3,084）

・ 小児慢性特定疾病医療費助成事業[母子保健課] 149,879

・ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業[母子保健課] 4,977

・ 妊婦健康診査・健康相談事業[母子保健課] 540,112

小児慢性特定疾病に係る医療費を助成するとともに、指定医療機関

や指定医師の指定を行う。

慢性的な疾病で療養中の児童及びその家族からの相談に応じ、必

要な情報提供や助言等を行うとともに、自立に向けた各種支援策の

計画策定等を行う。

妊娠・出産の安全性の確保及び健康診査にかかる経済的負担の軽

減を図るため、妊婦健康診査を公費負担で実施する。

公費負担回数 １４回

県外里帰り中の健康診査に対する償還払い

児童が病気の回復期にあり、かつ集団保育等が困難である期間にお

いて、一時的に施設でその児童の保育を行い、保護者の子育てと就

労等との両立を支援する。

実施医療機関 ７か所→８か所

各種の細菌・ウイルスによる感染症の発生及びまん延を防止するた

め、４種混合、水痘、Ｂ型肝炎などの予防接種を実施する。

利用者の利便性と施設の良好な状態を保つため、施設整備を行う。

整備内容 託児室・ふれあいランド（一部）の床等の整備

私立幼稚園の設置者が保育料等を軽減した場合に、設置者に対し

助成を行う。本年度は、低所得の多子世帯等への助成を充実する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 不妊に悩む方への特定治療支援事業[母子保健課] 120,321

・ 妊娠・出産包括支援事業［母子保健課］ 31,997

・ 新生児・妊産婦訪問指導事業［母子保健課］ 15,732

・ 私立幼稚園等運営補助金[保育幼稚園課] 199,953

・ 子育て支援住宅整備事業（市営住宅建設事業）[住宅課] 214,088

（ ㉘12月補正

74,983）

・ 子育て仕様住戸の整備（市営住宅建設事業：建替） 82,507

（市営住宅ストック総合改善事業：個別改善）[住宅課]

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、配偶者間の特定不妊治

療に要する費用について助成を行う。

新生児・妊産婦への訪問による保健指導等を行うとともに、出産直後

の母親に必要な情報を掲載したパンフレットを作成し、産後入院中の

母親に配布する。

安心して、子どもを生み、育てることができる居住環境の形成を図る

ため、星ヶ峯みなみ台の分譲地を活用し、子育てに適した広さや設

備等を備えた子育て支援のための市営住宅を建設する。

（新規着工）８戸

（２８年度着工）６戸

子育て世代包括支援センターに母子保健支援員を配置し、妊娠期

から子育て期までの支援を行うとともに、産後ケア事業を実施する。

私立幼稚園等の職員の資質向上と教育及び保育内容の充実を図る

ため、私立幼稚園や認定こども園、幼稚園協会に対し助成する。

市営住宅の建替え及び個別改善の際、ファミリー世帯向け住戸の一

部を子育てのしやすさや子どもの安全に配慮した仕様の住戸として

整備する。

（新規着工）２９～３０年度 大明丘住宅 ４戸 桜ケ丘住宅 ５戸

（２８年度着工）２８～２９年度 西伊敷住宅 ３戸
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 新婚子育て世帯向け市営住宅支援事業[住宅課] －

・ 保育コーディネーター配置事業［保育幼稚園課] 18,838

・ 乳児ロタウイルス予防接種事業[保健予防課] 47,644

（拡） ・ 特別保育事業[保育幼稚園課] 504,063

（拡） ・ 放課後児童健全育成事業[こども政策課] 923,603

（拡） ・ 放課後児童健全育成補助金[こども政策課] 105,393

乳幼児における感染性胃腸炎の重症化及び合併症を防止するため、

ロタウイルスワクチンの接種を一部公費負担で実施する。

子育て家庭の多様化する保育ニーズに対応するとともに、利用者に

対するサービス向上のため、延長保育、一時預かり等を実施する保

育所や認定こども園、幼稚園に対し助成する。本年度は、一時預かり

事業について新制度に移行していない幼稚園まで対象を拡充する。

児童クラブを１８か所増設し、昼間保護者のいない小学生に対し、適

切な遊びと生活の場を提供するとともに、支援員の処遇改善等を行う。

児童クラブ数 １１７か所→１３５か所

社会福祉法人等が運営する児童クラブに対して補助を行うとともに、

補助対象経費を拡充する。

補助対象児童クラブ数 １９か所→２２か所

保育を必要としている保護者の相談に応じ、保育サービスの情報提

供を行い、保護者のニーズと保育サービスを適切に結びつけ、よりき

め細かな対応を行う保育コーディネーターを配置する。

配置 保育幼稚園課 ３人、谷山・福祉課 ２人

伊敷福祉課 １人、吉野福祉課 １人

「結婚」から「子育て」まで切れ目のない支援と少子高齢化の進行した

地域のコミュニティバランスの回復を図るため、新婚世帯及び子育て

世帯を対象に市営住宅の入居者募集時に優遇措置を講じる。

23



【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 児童クラブ施設整備事業[こども政策課] 25,856

（拡） ・ 施設型給付費［保育幼稚園課] 16,532,325

（拡） ・ 認可外保育施設保育料助成事業[保育幼稚園課] 12,627

・ 私立保育所等補助金[保育幼稚園課] 422,102

・ 認可外保育施設補助金[保育幼稚園課] 42,660

・ 多子世帯保育料等軽減事業補助金[保育幼稚園課] 1,417

・ 実費徴収に係る補足給付事業補助金[保育幼稚園課] 556

認可外保育施設に入所している児童の福祉の増進と健全な育成を

図るため、認可外保育施設に対し助成する。

待機児童の解消に向け、児童クラブを９か所（新設８、改築１）整備す

る。

保育所等の利用定員の拡大を図るとともに、当該施設を利用する児

童に係る施設型給付費を支給する。本年度は、保育士等の処遇改

善及び低所得の多子世帯等の保護者負担の軽減を充実する。

私立保育所等の職員の資質向上と保育内容の充実を図るため、私

立保育所や認定こども園、保育園協会に対し助成する。

私立幼稚園に就園する３・４・５歳児の多子世帯の保護者で所得の低

い者に対し、幼稚園の設置者が第３子以降の保育料等を軽減した場

合、設置者に助成する。

保育を必要とする児童を認可外保育施設に預けている保護者の経

済的負担を軽減するため、保育料の一部を助成する。本年度は、低

所得の多子世帯等への助成を充実する。

市が定める保育料とは別途に保育所等が徴収する日用品、文房具

等の購入に要する費用及び食事の提供に要する費用等について、

生活保護世帯を対象に費用の一部を助成する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 保育士・保育所支援センター設置運営事業[保育幼稚園課] 5,543

・ 認可外保育施設保育士資格取得支援補助金[保育幼稚園課] 300

（新） ・ 男性の育児参加ムーブメント推進会議開催事業[こども政策課] 839

（拡） ・ 児童虐待対策事業[こども福祉課] 1,428

（新） ・ 子どもの未来応援事業[こども福祉課] 5,220

・ こども医療費助成事業[こども福祉課] 1,388,614

・ 母子家庭等自立支援事業[こども福祉課] 68,380

潜在保育士の再就職支援等を行う保育士・保育所支援センターを設

置運営し、保育士確保対策の充実を図る。本年度は、潜在保育士の

復職支援のためのセミナーを開催するとともに、ＵＩターンを希望する

保育士の確保を図る。

認可外保育施設の保育従事者の保育士資格取得の受講に伴う代替

要員の費用及び養成施設の受講に要した経費の一部を助成する。

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのない

よう、子どもの貧困対策を推進するため、本市の実態調査や講演会

の開催など、子どもの貧困問題についての意識啓発を図るほか、アド

バイザーの派遣など子ども食堂の設立に向けた支援などに取り組む。

男性の育児参加を促し、仕事と育児の両立に向けた環境整備を図る

ため、ムーブメント推進会議を開催する。

児童虐待防止と早期発見に努めるため、関係機関や団体等で構成

する「鹿児島市要保護児童対策地域協議会」を運営するとともに、児

童虐防止啓発活動等を実施する。また、児童相談所設置に向けた検

討を進める。

子育て家庭の負担を軽減するため、中学3年生までのこどもの保護

者に対し、医療費の一部を助成する。

ひとり親家庭の自立支援を図るため、就業支援講習会の実施や、高

等職業訓練促進給付金等を支給する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 母子父子寡婦福祉資金償還対策事業[こども福祉課] 11,579

・ 児童扶養手当[こども福祉課] 3,378,300

・ 未婚のひとり親家庭に対する寡婦（夫）控除のみなし適用 －

[こども政策課、保育幼稚園課、母子保健課、こども福祉課、

障害福祉課、住宅課]

<高齢者が元気に生き生きと暮らせるまちづくり>

・ 高年齢者就業機会確保等事業[雇用推進課] 62,400

（新） ・ 地域リハビリテーション活動支援事業（介護保険特別会計）[保健予防課] 6,460

（新） ・ 介護予防・生活支援サービス 838,677

（訪問型サービス事業 、通所型サービス事業　ほか）

（介護保険特別会計）[長寿あんしん課（長寿支援課）、保健予防課]

（拡） ・ 地域包括支援センター運営事業（介護保険特別会計） 580,495

[長寿あんしん課（長寿支援課）]

福祉資金償還金の償還指導や収納業務を行う。また、市外に居住す

る償還人に対する回収業務を委託する。

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進を図るため、児童扶養手

当を支給する。

未婚のひとり親家庭に対し、保育料等への寡婦（夫）控除のみなし適

用を実施する。

高年齢者の就業機会の拡大と福祉の向上に取り組むシルバー人材

センターに対し、同センターが行う各種事業や運営に要する経費を

助成する。

理学療法士等のリハビリテーション専門職が、住民主体の通いの場

等における集団及び個別指導を実施するなど、介護予防の取組を

総合的に支援する。

本年４月の介護予防・日常生活支援総合事業の実施に伴い、要支援

者等を対象に多様なニーズに対応した多様なサービスを提供し、高

齢者の自立支援と介護予防を推進する。

高齢者の介護予防及び自立支援のため、地域包括支援センターに

おいて保健師等が総合相談支援業務等を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 生活支援体制整備事業（介護保険特別会計） 21,221

[長寿あんしん課（長寿支援課）]

（拡） ・ 在宅医療と介護の連携推進事業（介護保険特別会計） 8,163

[長寿あんしん課（長寿支援課）]

（拡） ・ 地域で介護予防を展開するための連携推進事業（介護保険特別会計） 1,080

[保健予防課]

・ 認知症初期集中支援推進事業（介護保険特別会計） 5,961

[長寿あんしん課（長寿支援課）]

・ 認知症オレンジプラン推進事業（介護保険特別会計） 6,419

[長寿あんしん課（長寿支援課）]

住み慣れた身近な地域で介護予防の取組が推進できるよう、「住民主

体の通いの場」の拡大に向けた普及啓発、継続のための支援、介護

予防に資する地域活動組織の育成及び支援等を行う。

認知症の人が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、認

知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」

を地域包括支援センターに配置し、早期診断・対応に向けた支援を

行う。

認知症の人が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、国

の示した「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」に基づく各

種取組を実施する。

高齢者の介護予防・生活支援サービスの提供体制を整備するため、

生活支援コーディネーターを地域包括支援センターに配置し、介護

予防・生活支援サービス事業者協議会等を開催する。

生活支援コーディネーターの１人増員

「地域包括ケアシステム」を構築するため、「在宅医療・介護の連携推

進協議会」を開催し、本市における在宅での医療と介護の連携を推進

する。

医療・介護関係者からの相談に応じる窓口の設置
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 認知症オレンジサポーター養成事業（介護保険特別会計） 2,424

[長寿あんしん課（長寿支援課）]

・ 高齢者いきいきポイント推進事業（介護保険特別会計） 5,448

[長寿あんしん課（長寿支援課）]

・ 成年後見制度利用支援事業（介護保険特別会計）[長寿支援課] 3,218

・ サービス事業者情報提供事業（介護保険特別会計）[介護保険課] 13,246

（新） ・ いしき園民営化推進事業[健康総務課（いしき園）] －

（拡） ・ ひとり暮らし高齢者等安心通報システム設置事業[長寿支援課] 69,751

（拡） ・ 介護老人福祉施設等整備費補助金[長寿あんしん課（長寿支援課）] 379,946

（ ㉘2月補正

19,946）

いしき園の民営化を推進するため、入園者を引き継ぐ社会福祉法人

を公募する。

認知症の人や家族を支援するため、認知症サポーター及び認知症等

見守りメイトを養成するとともに、認知症介護教室を開催する。

後見等開始の審判を申立てる者がいない認知症高齢者等のために

審判の申立てを行うほか、後見人等報酬の助成等を行う。

高齢者が介護保険施設等で行うボランティア活動や健康診査の受診

に対して換金等が可能なポイントを付与することで、高齢者の生きが

いづくりや介護予防を推進する。

ひとり暮らし高齢者等の世帯で、急病などの緊急時に警備員が駆け

つける通報システムを設置する。新たに、固定電話を所有していない

生活保護受給者が通報システムを設置する場合に、固定電話回線を

貸与する。

介護基盤の充実を図るため、施設整備を行う社会福祉法人等に対し、

建設費の一部を助成する。

特別養護老人ホームの創設 ３施設

介護保険を利用しやすい環境を整えるため、介護保険相談員を窓

口に配置し、市民の相談に応じるとともに、事業所選択の一助となる

よう事業所の情報を提供する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定管理事業 2,891

（介護保険特別会計）[長寿支援課]

・ すこやか長寿まつり開催事業[長寿支援課] 11,456

・ 敬老パス交付事業[長寿支援課] 412,861

・ 生活支援支え手育成モデル事業[長寿あんしん課（長寿支援課）] 2,494

・ 敬老祝事業[長寿支援課] 69,143

・ 元気高齢者活動支援事業[長寿支援課] 583

（拡） ・ 高齢者福祉センター等管理運営・施設整備事業[長寿支援課] 377,959

・ 後期高齢者医療療養給付費負担金[長寿支援課] 6,344,684

高齢者の社会参加や健康・生きがいづくりを促進するとともに、家族・

地域とのつながりを実感できるスポーツ・文化のイベントとして「すこや

か長寿まつり」を開催する。

様々な知識や技術を習得した高齢者の能力を生かし、その積極的な

社会参加を支援する。

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、鹿児島県後期高齢者

医療広域連合に対し療養給付に要する経費を負担する。

高齢者の社会参加や生きがいづくりを促進するため、敬老パスを交

付する。

地域の互助活動を促進し、住民主体のサービスの担い手を育成する

ため、高齢者を含む任意の団体が行う互助活動に対して支援する。

第７期計画（３０年度～３２年度）の高齢者保健福祉計画及び介護保

険事業計画を策定する。

永年、社会に貢献してきた高齢者を祝福し、敬老の意を表するととも

に、さらなる長寿を祈念して敬老祝金等を支給する。

本年度は、支給額の見直しなどを行う。

高齢者の各種相談に応じ、健康の増進、教養の向上等に寄与する

ため、高齢者福祉センターなど９か所の管理運営及び施設整備を行

う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 後期高齢者医療特別会計への繰出金[長寿支援課] 1,727,510

・ 後期高齢者医療広域連合への納付金（後期高齢者医療特別会計） 6,820,447

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[長寿支援課]

・ 後期高齢者保健事業（後期高齢者医療特別会計）[長寿支援課] 98,219

・ 介護保険特別会計への繰出金[介護保険課] 6,681,230

・ 低所得者利用者負担助成事業[介護保険課] 6,573

・ 訪問介護等利用者負担助成事業[介護保険課] 4,590

・ 優良賃貸住宅供給促進事業[住宅課] 8,372

<障害のある方へのきめ細かな福祉の充実>

（新） ・ 地域生活支援拠点事業[障害福祉課] 6,924

（拡） ・ 障害福祉計画策定・管理事業[障害福祉課] 3,431

第四次障害者計画及び障害福祉計画第５期計画を策定するとともに、

第三次障害者計画及び障害福祉計画第４期計画の進行管理を行う。

高齢者世帯など居住の安定に特に配慮が必要な世帯に対応するた

め、既存の地域優良賃貸住宅等への家賃補助を行う。

保健事業等に係る経費について繰出しを行う。

低所得者の負担を軽減するため、居宅サービス等の利用者負担額

の一部を助成する。

障害のある低所得者等の負担を軽減するため、訪問介護等の利用

者負担額の一部を助成する。

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、被保険者から徴収し

た保険料等を鹿児島県後期高齢者医療広域連合に納付する。

保険給付等に係る経費について繰出しを行う。

後期高齢者医療被保険者の健康保持増進のため、はり・きゅう施設

利用及び人間ドック・脳ドック利用に要する費用の一部を助成する。

地域で生活する障害者の社会生活上の不安の解消を図り、障害者

及び家族が安心して生活ができるよう、地域生活支援拠点の運用を

開始する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 障害福祉サービス給付事業[障害福祉課] 12,645,067

・ 障害福祉サービス利用者負担軽減事業[障害福祉課] 13,835

・ 障害児通所等支援事業[障害福祉課] 4,530,112

・ 障害児通所支援利用者負担軽減事業[障害福祉課] 152,497

・ 児童発達支援事業専門員加算等補助金[障害福祉課] 265,109

・ 障害児補装具利用者負担軽減事業[障害福祉課] 1,611

・ 難聴児補聴器購入助成事業[障害福祉課] 252

・ ひとり暮らし障害者等安心通報システム設置事業[障害福祉課] 1,746

ひとり暮らしの重度身体障害者等の世帯で、急病などの緊急時に、

押しボタンやセンサーからの通報により、警備員が駆けつける通報シ

ステムを設置する。

市独自の利用者負担軽減を図り、利用を促進するため、利用者負担

額を２分の１とする。

障害者（児）に居宅介護、生活介護などの障害福祉サービス等を提

供する。

市独自の利用者負担軽減を図り、利用を促進するため、利用者負担

額を無料とする。

障害児に対する療育として、児童発達支援や放課後等デイサービス

等を実施し、日常生活における基本的な動作の指導、生活能力の向

上のために必要な訓練等を行う。

１８歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない難聴児の補聴器

購入等に対し助成する。

市独自の利用者負担軽減を図り、利用を促進するため、利用者負担

額を２分の１とする。

児童発達支援事業所、放課後等デイサービス及び児童発達支援セ

ンターの専門指導員に係る経費等について助成するとともに、重症

心身障害児が通う事業所に対し、看護師等の経費の一部を助成す
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ チャレンジド大賞表彰事業[障害福祉課] 657

・ 友愛パス交付事業[障害福祉課] 340,193

・ 友愛タクシー券交付事業[障害福祉課] 84,949

・ 障害者基幹相談支援センター事業[障害福祉課] 28,054

・ 障害者差別解消推進事業[障害福祉課] 3,139

<安全・安心に暮らせる、災害に強い強靭なまちづくり>

（拡） ・ 地域安心安全ネットワーク会議活動支援事業[安心安全課] 1,112

（拡） ・ 自殺対策事業[保健予防課]

1,863

・ セーフコミュニティ推進事業[安心安全課] 3,824

障害者の社会参加と自立支援を促進するため、社会貢献、産業就労

などの分野において輝いている障害者等を表彰する。

障害者の社会参加を促進するため、友愛パスを交付する。

障害者の社会参加を促進するため、友愛タクシー券を交付する。

障害者を支える社会環境づくりを推進するため、身体・知的・精神及

び発達障害を対象とした総合的な相談等を行う基幹相談支援セン

ターを運営する。

自殺対策を推進するため、新たに講演会や、セーフコミュニティ推進

事業に係る自殺予防対策委員会と連携した相談会を開催する。

生涯にわたって安心安全に暮らせるまちづくりを推進するため、平成

２７年度に国際認証を取得したセーフコミュニティの取組の全市的な

展開を図るとともに、取組の評価・検証を行う。

障害を理由とする差別の解消を推進するため、基幹相談支援セン

ターにおいて相談支援を行うほか、差別解消支援地域協議会を開催

し、関係機関における差別解消に関する情報の共有化等を図る。

地域における安心安全なまちづくりを推進するため、「地域安心安全

ネットワーク会議」に対し、会議費等を助成するとともに、セーフコミュ

ニティの取組に必要な経費についても助成を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ セーフコミュニティ対策事業 602

[危機管理課、安心安全課、男女共同参画推進課、長寿支援課

こども政策課、保健予防課、保健体育課]

（新） ・ 災害対策本部機能強化事業[危機管理課] 62,058

（新） ・ 避難施設案内標識等リファイン事業[危機管理課] 7,110

（新） ・ 移動系防災行政無線システム統合事業[危機管理課] 3,726

（新） ・ 避難所特設公衆電話設置事業［地域福祉課］ 1,993

（拡） ・ わが家の安心安全ガイドブック更新事業[危機管理課] 25,419

（拡） ・ 防災資機材等備蓄事業［危機管理課］ 11,499

交通安全、学校の安全など７つの分野別対策委員会において、セー

フコミュニティの取組の全市的な展開を図るとともに、具体的な施策

の推進に取り組む。

熊本地震の教訓や桜島の噴火警戒レベル引上げの経験を踏まえ、

本庁舎整備事業に合わせて災害時に機動力のある本部体制を確立

できるよう災害対策本部室の整備及び機能強化を行う。

地震時の指定緊急避難場所として指定している公園について、住民

や観光客への周知を強化するため４か国語表記やピクトグラムを活

用した標識看板を設置する。

移動系防災行政無線として、全市一体的な運用が可能なＩＰ無線機

を整備・運用し、災害時における情報連絡体制の確立・強化を図る。

市民の防災意識の高揚を図るため、現行の「わが家の安心安全ガイ

ドブック」を更新し、全戸配布する。

大規模災害の発生に備え、小中学校等の指定避難所を中心に、発

災直後に必要な資機材等の備蓄を進めるとともに熊本地震を踏まえ、

追加整備が必要な物資等の整備を進める。

災害発生時に、被災者が安否確認等に使用する緊急通信手段を速

やかに提供するため、指定避難所へ特設公衆電話を設置する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 災害時食糧等物資備蓄事業［地域福祉課］ 12,082

（拡） ・ 水道管路耐震化事業（水道事業特別会計）[水道局] 812,550

（拡） ・ 老朽水道管更新事業（水道事業特別会計）[水道局] 801,843

（拡） ・ 汚水管路施設改良事業（公共下水道事業特別会計）[水道局] 407,855

（拡） ・ 汚水管路施設長寿命化対策事業（公共下水道事業特別会計）[水道局] 179,874

・ 克灰袋配布事業［環境衛生課］ 11,092

・ 自主防災組織育成促進事業［危機管理課］ 8,266

大規模災害発生時に避難所等における供給体制が整うまでの食糧

や生活必需品の備蓄を進めるとともに、熊本地震を踏まえ、追加整

備が必要な物資等の整備を進める。

地震時における安定給水の確保のため、「水道管路耐震化10か年

計画」に基づき、基幹管路及び救急告示病院等までの配水管（病院

ルート）について、水道管路の耐震化を図る。

「老朽水道管更新１０か年計画」に基づき、老朽化した配水管の布設

替えを行う。

汚水管路施設の改築・修繕計画（第三次）に基づき、平成２４～３２年

度の９年計画で老朽化した汚水管路施設の改良を行う。

汚水管路施設の予防保全的な管理や計画的な改築によるライフサイ

クルコストの最小化及び更新事業費の平準化を図るため、長寿命計

画に基づく長寿命化対策を行う。

桜島の火山活動による降灰に備えて、克灰袋の配布及び提供を行

い、宅地降灰等の円滑な除去を図る。

地域住民と行政が一体となった防災対策を推進するため、自主防災

組織の活動に必要な資機材の整備や訓練に対し、助成等を行う。

34



【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 原子力災害対策事業［危機管理課］ 964

・ 町内会降灰除去機購入費補助事業［地域振興課］ 145

・ デジタル防災行政無線運用事業［危機管理課］ 35,677

・ 桜島大規模噴火対策事業[危機管理課] 24,510

・ 桜島火山爆発総合防災訓練の実施［危機管理課］ 2,755

・ 避難行動要支援者避難支援等事業［危機管理課］ 1,825

歩道や生活道路等の降灰除去を行うために、手押し式降灰除去機

を購入する町内会等に対し、その経費の一部を助成する。

地域防災計画「原子力災害対策編」に基づき、ＵＰＺ内の住民等を対

象に、県と共同で原子力防災訓練を実施するなど市民への避難方

法等の啓発を行う。

災害時に市民に対して防災や避難に関する情報伝達等を迅速・確

実に行うため、同報系デジタル防災行政無線設備の運用及び保守

管理を行う。

桜島の爆発・地震等による災害に対する住民の避難体制の確立及

び防災意識の高揚を図るとともに、防災関係機関が相互に緊密な連

携を保ちながら、各種の災害応急対策が迅速、適切に行われるよう

防災体制の実効性について検証・確認を行う。

災害時に自力避難が困難な避難行動要支援者の支援体制の充実

を図るため、対象者の名簿及び個別支援計画を作成し、支援に必要

な情報を避難支援等関係者と共有する。

平成２７年８月の噴火警戒レベル引上げ対応を踏まえ、新たに市街

地側の大量降灰対策を地域防災計画に位置付けるとともに、長期に

わたる避難生活支援対策マニュアルを作成するなど、火山災害対策

を強化する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 桜島降灰対策事業［産業支援課］ 1,000

・ 降灰地域防災営農対策事業[生産流通課] 33,935

・ 降灰除去事業[道路維持課、道路建設課、公園緑化課、 1,171,079

農地整備課、施設課、保健体育課]

・ 応急給水拠点の再編・整備事業（水道事業特別会計）[水道局] 4,092

（新） ・ 国土強靭化地域計画策定事業[危機管理課] －

（新） ・ 民生委員制度創設１００周年事業[地域福祉課] 1,104

道路、学校校庭等の降灰除去及び集積された宅地等降灰の搬出を

行う。

道路、公共下水道（雨水渠）、宅地、公園、歩道緑地帯、

学校校庭、体育施設、農道、事業所等

災害時における応急給水を迅速かつ的確に実施するため、応急給

水拠点について配置状況を検証し、応急給水機能が高まるよう再

編・整備を行う。

商店街の降灰除去機購入やアーケード降灰除去作業に対し助成す

るとともに、商店街へ克灰袋を配布する。

商店街の降灰除去機購入やアーケード降灰除去作業に対し助成す

るとともに、商店街へ克灰袋を配布する。

民生委員制度創設１００周年にあたり、全国記念大会へ民生委員の

派遣や、本県で開催される記念大会への助成を行う。

農業経営や畜産経営の安定を図るため、降灰被害を防止する被覆

施設や畜産施設及び飼料作物調整機械の整備等に対し助成する。

国土強靭化基本法に基づき、いかなる事態が発生しても機能不全に

陥らない、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な地域の構築を

推進するため国土強靭化地域計画の策定に着手する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 少年消防クラブ育成事業[消防局予防課] 291

（新） ・ 街頭防犯カメラ設置費補助事業[安心安全課] 3,090

（新） ・ 地域消費者サポーター育成事業[消費生活センター] 383

（拡） ・ 防犯灯補助事業[安心安全課] 181,763

（拡） ・ 民間建築物耐震化促進事業［建築指導課］ 594,625

（拡） ・ 安心安全マイホームの推進事業[消防局予防課] 1,799

耐震改修促進法の改正で、耐震診断結果の報告が義務付けられた

不特定多数が利用するホテル、店舗等の大規模建築物に対し、耐

震改修等について助成するとともに、新たに耐震アドバイザー派遣

制度を創設することで、地震災害に強いまちづくりを促進する。

少年消防クラブの育成をするため、消防職員及び消防団員が指導

者となり、市内の児童クラブを活用した地域密着型の防火防災に関

する教育を行う。

住宅防火対策を推進するため、住宅用消火器等の普及啓発や火災

予防に関する各種広報を実施するとともに、住宅用火災警報器の維

持管理方法の周知と未設置世帯に対する設置指導を行うほか、第７

種査察管理システムを再構築する。

消費生活センターと地域の消費者をつなぐ「パイプ役」として、自らの

経験と学んだ知識を活かして地域を見守る「地域消費者サポーター」

を育成する。

犯罪のない安心安全なまちづくりを推進するため、町内会等が行う街

頭防犯カメラの設置に対し、設置費の一部を助成する。

夜間における犯罪防止と市民の通行の安全を図り、明るく住みよい

まちづくりを推進するため、防犯灯を設置し、維持管理する町内会等

に対し、設置費及び電気料の一部を助成するとともに、水銀灯等のＬ

ＥＤ化を促進するため、補助加算額を増額する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 広域消防応援事業[消防局警防課] 2,780

（拡） ・ 高度救命処置技術向上事業[消防局警防課] 3,468

（拡） ・ 消防団活動用救護資機材等整備事業[消防局警防課] 1,632

（拡） ・ 消防団員報酬等支払システム整備事業[消防局警防課] 3,888

（拡） ・ 消防水利整備事業[消防局警防課] 53,204

（拡） ・ 資機材・装備安全高性能化事業[消防局警防課] 22,313

・ わくわく福祉交流フェア事業［地域福祉課］ 5,376

福祉交流の輪やボランティア活動を広げるイベントとして「わくわく福

祉交流フェア」を開催する。

開催時期 ２９年１１月

大規模災害時における迅速かつ的確な活動を確保するため、隊員

の装備等の整備や通信体制の強化を行うほか、九州ブロックにおけ

る緊急消防援助隊合同訓練に参加し、広域的な消防応援体制の確

立を図る。

救急救命士等の処置技術の維持向上を図るため、実践的な訓練を

行うことができる高度救命処置シミュレーターの更新及び心肺蘇生法

訓練支援システムの整備を行う。

大規模災害時における消防団員の迅速かつ的確な活動を確保する

ため、桜島地区の消防団にけん引式車いす補助器具を整備する。

消防団員に対する費用弁償、報酬及び各種手当の支払業務の安定

化と効率化を図るため、支払システムの再構築を行う。

消火活動に必要不可欠な消防水利の充実を図るため、耐震性防火

水槽の新設に係る測量設計等を行うほか、消火栓の設置維持管理

に係る経費を負担する。

大規模災害や生物・化学剤による災害等に安全かつ適切に対応す

るため、地震風水害対応資機材及び特殊災害対応資機材等の整備

を行う。

38



【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 生活困窮者自立支援事業[保護第一課] 24,722

・ 生活・就労支援センターかごしまの活用[保護第一課] －

・ 急傾斜地崩壊対策事業［河川港湾課］ 262,400

・ 急傾斜地崩壊危険区域指定事業［河川港湾課］ 8,000

・ 都市基盤河川改修事業［河川港湾課、谷山都市整備課］ 315,046

・ 公共施設占用実態調査事業［河川港湾課、谷山建設課、道路建設課］ 8,980

・ 水路等新設改良事業［河川港湾課、谷山建設課、道路建設課］ 78,710

・ 公共下水道事業［河川港湾課、谷山都市整備課、谷山建設課］ 933,671

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

急傾斜地崩壊危険区域を指定するため、指定調書の作成を行う。

土地区画整理事業とあわせて、二級河川である脇田川・木之下川の

改修工事等を進める。

河川や公共下水道等において、適正な管理を行うため、占用状況の

実態を調査し、管理台帳の整備等を行う。

調整池等現況調査の結果に基づき、調整池改良を行うとともに、普

通河川について、浸水対策の必要な箇所の改良を行う。

浸水地域の解消を図るため、区画整理区域等における公共下水道

の新設・改良や老朽化した水路の改良等を行うとともに、長寿命化計

画に基づく改築工事を行う。また、既設水路を活かした長寿命化対

策に必要な雨水排水計画を策定する。

急傾斜地崩壊危険区域を指定するため、指定調書の作成を行う。

土地区画整理事業とあわせて、二級河川である脇田川・木之下川の

改修工事等を進める。

河川や公共下水道等において、適正な管理を行うため、占用状況の

実態を調査し、管理台帳の整備等を行う。

調整池等現況調査の結果に基づき、調整池改良を行うとともに、普

通河川について、浸水対策の必要な箇所の改良を行う。

浸水地域の解消を図るため、区画整理区域等における公共下水道

の新設・改良や老朽化した水路の改良等を行うとともに、長寿命化計

画に基づく改築工事を行う。また、既設水路を活かした長寿命化対

策に必要な雨水排水計画を策定する。

生活困窮者自立支援法に基づき、関係機関等と連携し、生活困窮

者の自立に向け、自立相談支援事業、住居確保給付金、学習支援

事業、就労準備支援事業など必要な支援を行う。

生活・就労支援センターかごしま内に設置したハローワーク窓口やシ

ルバー人材センター窓口を通じて、就職を希望する生活困窮者等へ

ワンストップでの支援を行うことで、自立促進を図る。

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命を保護するため、急傾斜

地崩壊対策の防災工事を県の補助を受けて施工するとともに、県が

施工する急傾斜地崩壊対策の防災工事の負担金を支出する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 調整池等現況調査事業［河川港湾課］ 16,595

・ 微小粒子状物質（ＰＭ２．５）対策推進事業［環境保全課］ 3,672

・ 大気汚染常時監視設備整備事業［環境保全課］ 6,331

・ 救急救命士養成・研修及びメディカルコントロール体制の推進事業 15,295

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[消防局警防課]

・ 火災予防思想啓発「消防スケッチ大会」事業[消防局予防課] 267

・ 火の用心！シルバーセーフティ事業[消防局予防課] 186

・ 消防音楽隊活動推進事業［消防局総務課］ 2,409

本市が所管する調整池等の能力・健全度を調査し、劣化状況等に応

じた改良または維持補修を行うための計画策定及び管理台帳の作

成を行う。

本市が所管する調整池等の能力・健全度を調査し、劣化状況等に応

じた改良または維持補修を行うための計画策定及び管理台帳の作

成を行う。

少年期における火災予防思想の啓発を図るため、市内の小学４年生

を対象に「消防スケッチ大会」を開催する。

高齢者に対する火災予防思想の普及啓発を推進し、火災による被

害の軽減を図るため、「火の用心！シルバー教室」等を開催する。

吹奏楽を通じて市民との融和を図り、防火思想の育成普及に寄与

するため、消防音楽隊の活動体制の充実及び演奏技術の向上を

図る。

ドクターカーの運用など救急業務の高度化や救急需要の増大に対

応するため、救急救命士や救急資格者、指導的立場の救急救命士

の養成を行うとともに、生涯教育のための医療機関等における実習

などを行う。

大気汚染状況の常時監視に支障をきたさぬよう、必要な測定機器を

計画的に更新する。

微小粒子状物質（PM２．５）の対策を推進するため、国のガイドライン

に基づき成分分析を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 消防機関員育成事業［消防局総務課］ 1,800

・ ドクターカー運用事業［消防局警防課］ 116,779

・ 救急医療体制構築事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 214

・ 消防救急デジタル無線運用事業[消防局情報管理課] 36,700

・ 消防車両等高性能化事業[消防局総務課] 177,952

・ 消防分遣隊庁舎等整備事業［消防局総務課］ 3,329

・ 救急業務高度化・救急拠点整備事業[消防局警防課] 25,675

・ 消防緊急通信指令システム整備事業[消防局情報管理課] 5,462

・ 消防分団舎整備事業[消防局警防課] 18,518

救命率の向上、後遺障害の軽減など救急医療の更なる充実を図る

ため、ドクターカーの運用を行う。

安定的な消防活動を継続的に行うため、大型自動車運転免許を持

つ消防機関員を計画的に育成する。

消防救急デジタル無線システムの安定稼働を維持するため、機器の

保守及び無線機のバッテリー更新等を行う。

救助工作車、消防ポンプ自動車及び小型動力ポンプ積載車等を更

新するほか、南本署の屈折式はしご車のオーバーホールを行う。

保全計画に基づく消防庁舎の外壁・屋根修繕などを行う。

消防緊急通信指令システムの安定稼働を維持するため、無停電電

源装置などの機器を更新するほか、安心ネットワーク１１９の運用を行

う。

救急業務体制の充実を図るため、高規格救急車及び高度救急資機

材の更新等を行う。

整備計画に基づき、宮分団舎ほか６分団舎の外壁改修などを行う。

41



【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 新型インフルエンザ等感染防止対策事業[消防局警防課] 2,375

・ 実体験型警防訓練事業［消防局警防課］ 3,932

・ 応急手当普及啓発推進事業［消防局警防課］ 1,067

・ 安心安全まちづくり事業[安心安全課] 3,661

・ スクール・キャンパス消費生活啓発事業［消費生活センター］ 1,471

・ 消費生活エキスポかごしま事業［消費生活センター］ 1,500

・ 消費者啓発事業［消費生活センター］ 3,735

多種多様な災害や事故に対応した訓練を実施するため、耐熱耐煙

訓練施設の改修及び訓練用資機材の整備などを行う。

救急隊員や救助隊員等の新型インフルエンザをはじめとする各種感

染症への感染を防止するため、マスクなどの感染防止用資機材を整

備する。

救急業務における救命効果の向上を図るため、ｅ－ラーニングを活

用した救急講習を行うなど、広く市民への応急手当の普及啓発を推

進する。

安心安全まちづくりを総合的に推進するため「安心安全まちづくり推

進会議」の運営などを行うとともに、「鹿児島市暴力団排除条例」に基

づき、暴力団排除に係る広報、啓発に取り組む。

若年層の消費者トラブルを未然に防止するため、小・中・高等学校生

向けの学習資料の作成やパネル展を実施する。

消費者問題が複雑・多様化していることから、消費者情報の発信や

消費者啓発を積極的に行うための体験型イベント「消費生活エキス

ポかごしま」を開催する。

消費者啓発を推進するため、消費生活教室・出張講座の実施や公

共交通機関での広報を行う。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ ドクターヘリ運航事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 250,549

<健康づくりや保健予防の取組の充実>

（拡） ・ 特定健康診査・特定保健指導事業（国民健康保険事業特別会計） 305,032

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［国民健康保険課］

（拡） ・ 難病患者地域支援事業[保健予防課] 8,146

（拡） ・ 乳幼児歯の健康づくり事業[保健予防課] 34,961

・ 慢性腎臓病予防ネットワーク事業[保健政策課（保健総務課）] 420

・ 食改さんのお手軽健康レシピ普及事業［保健予防課］ 106

人工透析の新規患者の減少を図るため、糖尿病や高血圧などにより

発症する慢性腎臓病（ＣＫＤ）の重症化を予防する医療ネットワークを

運用するとともに、各保険者の協力を得ながら、患者の状況に応じた

適切な医療体制を提供する。

食生活改善推進員がこれまで料理教室等で紹介してきた献立をまと

め、食塩、野菜の量に配慮したお手軽健康レシピを普及させるととも

に、減塩や野菜摂取増加に向けて周知をする。

幼児に対するフッ化物塗布について、新たに生活保護世帯や市民

税非課税世帯の受診者負担を無料化する。

救急医療体制の充実を図るため、ドクターヘリを運航し、救急患者の

救命率の向上等に努める。

難病患者及びその家族の安定した療養生活の確保と生活の質の向

上を図るため、難病患者等に対し適切な在宅療養支援を実施すると

ともに、難病対策地域協議会において地域の実情に応じた体制の整

備について協議を行う。

生活習慣病予防の徹底を図るため、メタボリックシンドロームに着目し

た健康診査及び保健指導を実施するとともに、未受診者への受診勧

奨通知を性別・年代別・受診歴等に基づいた内容に充実し、受診率

向上を図る。

43



【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 元気いきいき検診事業[保健予防課] 478,568

・ 国保ヘルスアップ事業（国民健康保険事業特別会計） 16,108

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［国民健康保険課］

・ 健康づくり推進事業（国民健康保険事業特別会計）［国民健康保険課］ 4,895

・ 健康増進計画推進事業［保健政策課（健康総務課）］ 1,644

・ 働く世代の健康づくり事業［保健政策課（健康総務課）］ 564

・ 後期高齢者長寿健診事業（後期高齢者医療特別会計）[長寿支援課] 114,728

（新） ・ レントゲン機器デジタル化事業[保健予防課] 988

かごしま市民すこやかプランによる市民の健康づくりを推進するため、

健康づくり推進市民会議の運営や情報発信を行う。本年度は中間評

価を実施する。

事業所との協働により、働く世代の生活習慣の改善やメンタルヘルス

対策など健康づくりに取り組む。

生活習慣病の予防・早期発見のため、各種がん検診等を実施すると

ともに、特定年齢者の乳がん、子宮頸がん及び肝炎ウイルスの無料

検診を実施する。

生活習慣病等を早期発見し、重症化を予防するため、後期高齢者医

療被保険者に対し長寿健診を実施する。

検診等に使用する保健所のレントゲン機器をデジタル化し、業務を

効率化するとともに画像情報の適切な管理を図る。

被保険者の健康意識の高揚及び疾病の早期発見により健康レベル

の改善と医療費の適正化を図るため、保健事業実施計画（データヘ

ルス計画）に基づき、健康増進や生活習慣病の発症や重症化予防

等に取り組む。

被保険者の生活習慣病の予防及び重症化を防ぐため、訪問等によ

る保健指導を実施する。
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【２．健やかに暮らせる安全で安心なまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（拡） ・ 食育フェスタ開催事業［保健政策課（健康総務課）] 1,511

（拡） ・ 高度医療機器整備事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 709,058

（拡） ・ 地域医療連携推進事業（病院事業特別会計）［市立病院］ 2,135

・ 国民健康保険事業特別会計に対する繰出金（保険税軽減） 3,300,000

[国民健康保険課]

・ 食育推進事業［保健政策課（健康総務課）] 3,243

食に関する学習や体験活動を通じて食育の推進を図るため、市内の

大学と連携して「食育フェスタ」を開催する。

食に関する情報を発信するとともに、食育推進ネットワークの連携強

化や関係団体、生産者、ボランティア等の食育実践活動に対して支

援や助言を行う。また、第二次かごしま市食育推進計画の最終評価

のため、本年度は市民を対象としたアンケート調査を実施する。

疾病構造の変化と多様化する患者のニーズや医療の高度化・専門

化に対応するとともに、地域医療における中核的な医療機関としての

機能を高めるため、ＰＥＴ－ＣＴ装置等の高度医療機器の整備を進め

市立病院が本県における中核的な医療機関として、高度急性期・急

性期機能の役割を果たすとともに、地域医療の充実を図るため、地

域医療機関との連携を推進する。

国保被保険者の税負担の軽減を図るため、一般会計から国民健康

保険事業特別会計に対する繰出しを行う。
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